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　　“Subject to the provisions of this Act, and unless the policy other-
wise provides, the insurer is liable for any loss proximately caused by a 
peril insured against, but, subject as aforesaid, he is not liable for any loss 





















ないのである。今日では，1918年の Leyland Shipping Co. v. Norwich Union 


















⑷　14 Asp. M.L.C. 4, 258.
⑸　Arnould, On the Law of Marine Insurance and Average, 15th ed., 1961, s.766.
⑹　木村栄一「海上保険における因果関係」『ビジネス・レビュー』第６巻第２号（一橋大学産業経
営研究所，1958年），p.47．
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負担させるもの，あるいは交通事故における過失割合の判定のように，各危険
の損害に対する寄与割合を判定して，保険者に損害を部分的に負担させるもの
まである。適当条件の選別については相当因果関係説に拠るが，適当条件が２
つ以上ある場合には，原因の決定を放棄し，その判断については他の因果関係
説に譲るというものまであるのである。
　したがって，その内容も，判断の仕方も判断の基準も異なる説をすべて相当
因果関係説と言うことができるとすれば，いったい裁判官はいずれの相当因果
関係説をもって判決を下し，実務家はいずれの相当因果関係説をもってそのて
ん補責任の有無と範囲を決するのであろうか。少なくとも，その結論を出すに
当っては，そこに至る過程でどの相当因果関係説による方法を採り，どういう
基準に従ってどのような判断を下したのか，そのことを明らかにすべきではな
かろうか。しかも相当因果関係説を採る以上，それは大方のものにとって疑問
と反論の余地のない，納得のいくものでなければならない。
　このように，海上保険契約における因果関係の諸相は，この問題に対する多
くの英知の長年にわたる真剣な研究や討議にもかかわらず，いまだ明確な答が
得られていない。こういった状況の中で，実際に起こった損害に対する保険者
の責任の決定は，したがって，時に当事者にとっては死活問題であるのに，契
約当事者の妥協や，裁判官の個人的判断や漠然たる感覚によって決定されると
いうように，実に不安定な状況に置かれていることが分かるのである。
